
いわゆる「従軍慰安婦」問題の更なる真相解明と早期解決を求める意見書

本年８月、朝日新聞は、日本軍が慰安婦を強制連行したとする「吉田証言」の報道が虚

偽であったことを認め、これを正式に取消し、謝罪した。「従軍慰安婦」問題については、

これまでから様々な意見が出されているところであるが、この朝日新聞の取消しにより、

議論の前提となる根拠の一つが失われたことになる。

「従軍慰安婦」問題の真の解決に当たっては、女性の人権を守る立場が尊重されること

は言うまでもないが、歴史の事実を歪曲することなく直視することが重要であり、先の朝

日新聞の取消しという状況を踏まえるとき、更なる真相解明が不可欠になったといえる。

現在、米･中･韓など諸外国では、「従軍慰安婦」の存在を前提にした歴史教育が普及し、

我が国の国益の損失はもとより、在外邦人が厳しい境遇に置かれている。

ついては、国におかれては、歴史的事実を把握するための更なる調査・検討を実施し、

その結果を踏まえ、諸外国・関係機関等における理解の促進を図るとともに、歴史の事実

と教訓の次世代への承継に取り組むよう強く要望する。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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